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１． 3つのポリシー 

 

成蹊大学では、｢学位授与方針（Diploma Policy：DP）｣、｢教育課程の編成及

び実施に関する方針（Curriculum Policy：CP）｣及び｢入学者の受入れに関する方針

（Admission Policy：AP）｣を定めています。これらは 2017年の学校教育法施行規

則の改正に基づき、策定・公表が義務づけられているものです。本 HANDBOOK に記載

の各ポリシーは、学部・大学院、カリキュラム毎に方針が定められていますので、

詳しくは QRコードからご確認ください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

これら３つのポリシーは、大学の理念と教育目的を反映して策定されたもので

あり、それらが密接に連携しています。Diploma Policyにおいて掲げる「専門分

野の知識・技能の修得」「教養の修得」「課題の発見と解決」「多様な人々との協

働」「表現力、発信力」「自発性、積極性」の各項目に対応する形で、Curriculum 

Policyでは、各学科や専攻における専門分野を系統的・体系的に学修できるよう

に、各科目を適切に配置し、学部学科の枠を超えて幅広く学ぶことのできる仕組

みを設ける体制が構築されています。これら方針による取り組みの成果が、在籍

中の学生の学修効果として具現化されることにより、Diploma Policy の実現に

つながり、その実現に向け、本学の教育方針・目標を実現するための素質を持つ

学生選抜の指針になる Admission Policyへとベクトルがつながっています。 

これら3つのポリシーの下、活動結果を自己点検・評価することができるよう、

成蹊大学の学位授与の方針 

（Diploma Policy：DP） 

 

教育課程の編成及び実施に関する方針 

（Curriculum Policy：CP） 

入学者の受入れに関する方針 

（Admission Policy：AP） 

アセスメントプラン 
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各 FD活動主体には「PDCA サイクル」を意識した活動の推進を求めており、これ

らすべての相互作用により、3 つのポリシーがより強固なものとなると考えてい

ます。FD活動、教育成果の可視化（アセスメントプラン）の実現が、本学の更な

る発展に欠かせない学修支援活動であるといえるでしょう。 
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２． FDとは 

 

FD とは、「ファカルティディべロップメント（以下、「FD」という。）」の略

語です。文部科学省では、「知識イコール専門分野を素材に成り立つ学問の府とし

ての大学制度の理念・目的・役割を実現するために必要な『教授団の資質改善』ま

たは『教授団の資質開発』を意味する。」としたうえで、「FD は一般には広義と狭

義の解釈が成り立つ。広義には、広く研究、教育、社会的サービス、管理運営の各

側面の機能の開発であり、それらを包括する組織体と教授職の両方の自己点検・評

価を含む。狭義の FDは主に諸機能の中の教育に焦点を合わせる。…教育に関する

FDは総論的には教育の規範構造、内容（専門教育と教養教育）、カリキュラム、技

術などに関する教授団の資質の改善を意味する。」（中央教育審議会大学分科会第

21回資料）と定義づけています。 

 

 

本学では、成蹊学園創立者中村春二が目指した教育理念である「自発的精神の涵

養と個性の発見伸長を目指す真の人間教育」を踏まえ、教育目標（人材育成方針）

を実現すべく、教職員が教育活動の内容・方法を改善し、向上させるため組織的に

取り組む活動を行っています。 

これら活動に加え、文部科学省が示す方針・指針に基づき、教員間での教育資質

改善に関する活動を FD として捉えたうえで、統括を行う全学 FD 委員会の下、高

等教育開発・支援センターによる学部・研究科横断的 FD（以下「全学 FD」という。）、

個々の学問分野に直結した学部・研究科主体による学部 FD委員会主催の FD（以下

「学部 FD」という。）、全学教育運営委員会、国際教育センターの 4 主体を軸とし

た運用を行っています。 

 

 

大学設置基準では、第 25条の 3において、｢大学は、当該大学の授業の内容及び

方法の改善を図るための組織的な研修及び研究を実施するものとする｣と定めてお

り、本学ではその概念に基づき、FD研修会をはじめ、授業研究会・新任教員研修の

開催を通じて、授業改善のための研修に限らず、社会情勢や学生の求めるニーズに

基づいた活動までを広義の FDととらえ、展開しています。 
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   FD サイト https://www.seikei.ac.jp/university/sched/ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 FD 活動報告書 

 

 

 

FD活動を年度毎にまとめた報告です。本学の FD活動を網羅しており、

活動全体を確認・把握することができます。 

例年 4月頃に、上記 FDサイト内にて学外に公開しています。 

本学の FDについて、まとめたホームページを作成し、一般に広く公開し

ています。各奨励金の要領や、年間の FD 活動をまとめた「FD活動報告

書」、学内外のセミナー情報などを掲載しています。 
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３． FD基本方針 
 

本学では、以下に掲げる基本方針に基づき、FD活動を実施しています。 

 

 

成蹊大学における FD基本方針 

 

2017年 6月 7日制定 
2021年 4月 1日改正 

全学 FD委員会 

１．成蹊大学における FDの定義 

 本学における FD とは、成蹊学園創立者中村春二が目指した教育理念である「自発的精神

の涵養と個性の発見伸長を目指す真の人間教育」を踏まえ、教育目標（人材育成方針）を実

現すべく、教職員が教育活動の内容・方法を改善し、向上させるため組織的に取り組む活動

のことである。 

 

２．FDの目標 

 本学では以下の人材育成方針を掲げており、これらの実現が FDの目標である。 

１．広い教養と深い（各学科、各専攻の）専門知識を備え、物事の本質を探究する思考力を養

成する。 

２．自己の人生観・価値観を確立し、自分の考えや意見を的確かつ明瞭に表現、発信する力を

養成する。 

３．多様な文化、環境、状況に対応し、他者と協働して課題の解決に取り組む力を養成する。 

４．未知のものに積極的に挑み、生涯学び続けようとする自発性と積極性を養成する。 

 

３．FD活動について 

 本学の FD 活動は、FD の目標達成に必要な「教育力の向上」「教育制度の改善」「教育環境

の充実」について、全教職員が個人及び組織として、主体的且つ継続的・発展的に取り組む

活動であり、また、この FD活動を組織的に支援する活動も FD活動である。 

 

3.1. FD活動の実行主体 

 本学の FD 活動は、教職員が大学・学部・学科・研究科・専攻・機関など所属する組織を実行

主体として組織的に取り組むこととする。 

 

3.2. FD活動に対する支援体制 

 FD活動に対する全学的な支援は、全学 FD委員会において示された教育の資質向上のた

めに必要な方策に基づき、高等教育開発・支援センターが行う。 
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４． FD活動方針 
 

     本学では、FD 基本方針に基づき、２か年度間での活動方針を掲げており、

2025年度は以下の方針にて活動を進める計画です。 

 

 

2025～2026 年度 成蹊大学 FD 活動方針 

 

2025 年 4 月 1 日 

全学 FD 委員会 

  
「成蹊大学における FD 基本方針」及び「2023～2024 年度成蹊大学 FD 活動方 

針」に対するマネジメントレビューに基づき、2025～2026 年度の大学全体 FD 活動

方針について、以下のように定める。 

 

１． 当期における FD活動の重点目標 

※【全学】は全学的に取り組むべき目標、【高教】【学部等】はそれぞれ、高 

教センターおよび各学部・研究科等が主体となって取り組むべき目標を 

指す。 

①  多様な授業・教育内容に対応可能な柔軟かつ複層的な支援体制の構築 

・ BYOD環境を活用した教育・学習効果の向上策の検討【全学】 

・ 学生の主体的な学びの場としてのラーニングコモンズの活用促進策の 

検討 【全学】 

・ 授業研究会等を通じた授業改善の持続可能な取組み 【全学】 

・ 少人数制授業（ゼミナール等）のいっそうの活性化をめざす持続可能 

な取組み 【全学】 

・ 動画教材を活用した授業の運営および教材開発に対する多角的な 

支援体制の構築 【高教】 

・ 指導補助者（TA・QLA等）の質保証のための養成・研修制度の整備 

と、指導補助者の活用に関する研修の実施（学生アシスタント制度を 

活用した研修会の提案を含む） 【高教】 

 

②  すべての専任教員が参加可能な FD活動体制の構築およびその持続 

・ FD活動期間のサイクルと構成員の参加のしやすさに配慮した、適切 

な時期およびテーマによる FD研修会の開催 【全学】 
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・ 各教員の FD活動参加状況を把握し学部等の要請に応じて開示できる持続 

可能な支援体制の構築 【高教】 

 

③  研究の推進や社会連携など幅広いテーマについての FD活動の展開 

・ 産学連携や地域連携を意識した学習機会拡大策の検討【全学】 

・ 産学連携や地域連携を支援する奨励金制度の整備 【高教】 

・ 研究推進の観点から組織として取り組むべき課題の洗い出しと対応策の 

検討 【学部等】 

 

２． FD活動における継続的な課題 

※各学部・研究科等においては、それぞれの実情に応じた優先順位で、可能な 

範囲で取り組むこと。 

      （１）学習形式の多様化の促進 

        ・ グループ学習を活用した授業運営やグループ学習用教材の開発に関する 

情報提供および支援 

        ・ ゼミ等における課題発見解決型授業の強化 

        ・ 反転授業などの先進的な授業形式と連携した自発的な学びの推進 

      （２）学習成果の測定・評価およびフィードバックの仕組みの構築と、それを活用した

教育改善 

        ・ 卒業論文、卒業研究、ゼミレポートなどの評価基準の明示 

        ・ 試験結果の通知等、学習成果のフィードバックの促進 

        ・ IR調査結果やアンケートを活用した教育改善策の検討 

        ・ ルーブリック策定に向けた理解を深めるための研修の実施 

      （３）大学院教育にかかる FD活動の実施 
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５．活動の体制 
 

FD の実施について本学では、以下の体制を構築しています。 

 

① 全体総括を行う全学 FD委員会 

② 学部・研究科 FD委員会／全学教育運営委員会 

③ 国際教育センター 

④ 高等教育開発・支援センター 

 

の４者の連携により、全学としての活動体制を確立しています。 

このうち、①の全学 FD委員会は②～④の各活動主体を統括する関係にあり、学

長を委員長として全体方針を示す役割を持ちます。また、④に示す高等教育開発・

支援センターについては、構成員を持つ他の活動主体とは異なり、各学部・研究

科では対応できない範囲、全学的に扱うべきテーマによるFD研修会の実施など、

学部・研究科活動を支援する立場として活動しています。 

なお、FD活動の方針・体制にあたっては、学長室とも連携し、全学 FD委員会

と連動して開催の「大学／高等教育開発・支援センター懇談会」において適宜方

針の共有を図っているほか、各関連部署との連携を行うなど、高等教育開発・支

援センターだけにとどまらない多角的視点により取り組みを進めています。 
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６． 授業運営の工夫<手法編> 

 

授業 運営を図るうえで、日々の授業において改善する努力・創意工夫を

されていることと思います。しかしながら、個々の視点ではなく、大学全体視点

でとらえたときに、目指す「改善された授業」像が教員個々にまちまちであり、

到達すべき目標に個人差が顕著に表れるような授業の在り方では、大学にとっ

て組織的な取組、全体視点での取り組みであるとは言えません。 

大学として、FD 活動を一定の水準に達するための支援策として、主に、アク

ティブ・ラーニングの観点から、以下のとおり、改善に至るヒント・ツールを示

したいと思います。 

 

① アクティブ・ラーニングの定義 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「アクティブ・ラーニング」の一般的特徴として、次の６つを掲げています 

(a) 学生は、授業を聴く以上の関わりをしていること 

(b) 情報の伝達より学生のスキルの育成に重きが置かれていること 

(c) 学生は高次の思考（分析、総合、評価）に関わっていること 

(d) 学生は活動（例：読む、議論する、書く）に関与していること 

(e) 学生が自分自身の態度や価値観を探究することに重きが置かれていること 

(f) 認知プロセスの外化※を伴うこと 

※ 問題解決のために知識を使ったり、人に話したり書いたり発表したりすること 

松下佳代 編著『ディープ･アクティブラーニング 大学授業を深化させるために』序章 

 

 教員による一方向的な講義形式の教育とは異なり、学修者の能動的な学

修への参加を取り入れた教授・学習法の総称。学修者が能動的に学修する

ことによって、認知的、倫理的、社会的能力、教養、知識、経験を含めた

汎用的能力の育成を図る。発見学習、問題解決学習、体験学習、調査学習

等が含まれるが、教室内でのグループ・ディスカッション、ディベート、

グループ・ワーク等も有効なアクティブ・ラーニングの方法である。 

（中央教育審議会答申「新たな未来を築くための大学教育の質的転換に向けて～生涯

学び続け、主体的に考える力を育成する大学へ～」2012 年 8 月） 
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② アクティブ・ラーニングの実現により期待される教育効果 

 アクティブ・ラーニングにより、実現すべき学びのスタイルとして、掲げら

れるものは以下の３つです。そのいずれもがこれまでの受動的な教育スタイル

から脱却されたものでなくてはなりません。 

 

 

 

（a）主体的な学び 

  学ぶことに興味や関心を持ち、自己のキャリア形成の方向性と関連付けな

がら、見通しを持って粘り強く取り組み、自己の学習活動を振り返って次に

つながる学びが実現できているか 

（b）対話的学び 

  学生間の協働、教職員や地域の人との対話、先哲の考え方を手掛かりに、

自己の考えを広げ深める学びが実現できているか 

（c）深い学び 

習得・活用・探究という学びの過程の中で、各教科等の特質に応じた「見

方・考え方」を働かせながら、知識を相互に関連付けてより深く理解したり、

情報を精査して考えを形成したり、問題を見いだして解決策を考えたり、思

いや考えを基に創造する学びが実現できているか 

 

受動的な教育スタイルからの変革をもたらす、これら３種の学びにより、授業

内での教員や学生間でのコミュニケーション、グループワークやディスカッシ

ョンといった、活動的なプロセスを通じて、学び方や知識の定着につなげること

が可能となります。 

 

より充実した学びのスタイルの拡充、学生が主として学ぶ環境の提供に際し、

常に視野を広げておく必要があるでしょう。 

アクティブ・ラーニング実践のために、取り入れるべき手法としてはいくつか

あげられます。このうち、代表的な事例について詳細を後述しますが、いずれの

手法も汎用的なものではなく、多人数か少人数か、講義型か演習型か、宿題や事

前学習か授業本体か、担当の授業構成とそれぞれの手法の持つ特性を理解したう

えでの選択が求められます。 

なお、現在文部科学省では、「アクティブ・ラーニング」の表記を直接的には使

用しておらず、「主体的、対話的で深い学び」という表現が用いられています。 

受動的な学習 能動的な学習 
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手法① グループワークの導入 

グループワークは、学生の意見交換を活発化する手段として、特別な機器

等を準備することなく、容易に導入できるという点で有用です。 

グループワークを通じ、他者の意見・考え方、知見に触れることができ、コミュニ

ケーション能力の醸成にもつながります。また、多くの場合、グループワークでは、

自己における方向性を見出すと同時に、属するグループ内での意見のとりまとめ

を伴う結論を指し示す必要があります。多種多様な意見を結論として導いていく

スキルは、思考過程以上に大きな意味を持つプロセスとなります。 

 グループワークを有効に機能させるためには、授業を運営する側は、①どういう

内容であれ、結論に達することができる命題を与えること、②討議過程において

討議事項を活発化させる課題を与えること、③客観的判断に向け、必要な情報が

入手できる内容であること、を意識しつつ、授業当日は各グループ内をまわり、議

論が偏った視点となっていないか、議論が停滞していないか、新たな視点を与え

て活性化させるべきか、各々の状況に応じ、ファシリテーターに徹することが求め

られます。 

グループワークにおいて、最終場面でプレゼンテーション・発表を行う場合には、

他者に分かりやすく伝えるスキルの育成があわせて求められます。授業運営の視

点からは、プレゼン資料における構成、画像・図表の活用といった資料作成はもと

より、会話とは異なる「話し方」、時間枠内での情報伝達、質疑応答を意識した発

表内容の理解を意識した指導、構成を行うことで、より大きな教育効果が得られ

るものと思われます。また、コメントシート・ミニッツシート等を用意し、発表者のプ

レゼンテーションに聞き入る工夫を施すことで、相互討議がより有効化されるも

のと思います。 

  グループワークの実施にあたっては、後述する学生アシスタント制度「QLA（成

蹊大学公認学習補助員）の活用もご検討ください。ファシリテーター役として研修

を積んだ学生が、授業運営に協力できる体制が築かれています。 
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手法② 反転授業 

反転授業とは、授業前に内容の理解を促す配布資料等を基に学生自身

が学修し、授業当日は内容の理解・確認を深めるためのグループワーク・ディス

カッションを主体に構成された授業形態のことで、授業と宿題の役割を「反転」

させていることから、その名前がついています。 

反転授業は、授業開始時点において、授業内容を理解すべき事前知識が習

得されていることを前提としているため、学生視点では能動的な学習姿勢で

取り組め、教員視点では高度な内容の講義を掘り下げて行うことができるほ

か、学生間でのグループ・ディスカッション等を授業内に取り込むことによって、

多面的な視点で理解が促進されるという利点があります。このため、教員はそ

の授業までに必要な知識や用語等についてポイントを整理したうえで、学習内

容を理解しやすい環境構築・素材提供を行うことが重要となります。こうした

事前教材の充実により、学生が 1回では理解が及ばなかった部分について、反

復学習を促すことにもつながります。加えて、それら事前学習における学生か

らのフィードバック体制が構築できれば、難易度や理解度の把握、授業進度の

調整が可能になり、有効な授業運営の実現につながります。 

一方で、同様の形態の授業の乱立は、当該科目に限らず、多くの科目を履修

する学生にとって、授業時間外の負荷が高まることを意味します。授業内容・

講義内容を精査したうえで、必要なタイミングでの実施が望ましいといえるで

しょう。 
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手法③ 課題解決型授業（PBL）の推進 

課題解決型授業（PBL：Project Based Learning） とは、知識や記

憶に頼るような既存の学習形態ではなく、授業運営者が課題を含むプロジェク

トを提示し、学生自らが、与えられた題材から課題を見出し、それに対する解決

策までをプロジェクト内で提案する授業形態を指します。 

学生自身が主体的・能動的な行動を必要とすることから、企画力や自立的な

問題解決力を養うことができる授業形態です。 

授業形態の性質上、学内にとどまらず、学外関係者など、関わる人たちが多

岐に渡ることが想定されます。授業運営者は、その科目が掲げる到達目標を明

確にしたうえで、プロジェクトに関わる方がそれらを認識・共有し、向かうべき

方向性、解決すべき課題への在り方を強く認識しておく必要があります。 

※本取り組みには学内奨励金制度があります（ただし、非常勤講師による申

請には専任教員を窓口にする必要があります）。シラバスにプロジェクト型授

業である旨を記載するなど、申請には条件があります。詳しくは本誌「8．シ

ラバス」、「13．各種奨励金」の項目、及び本学ホームページをご覧ください。 

 

手法④ ルーブリックの活用 

ルーブリックとは、知識や評価の「観点（規準）」と観点の「尺度（レベル）」を

示したマトリックスのことで、学習目標の達成度を判断するための評価ツールのこ

とを指します。ルーブリックは、一旦作成してしまえば、採点作業の可視化と効率

化が図られるうえ、主観的意見を求めるようなレポートや実技演習など、評価者

個人では客観的な評価ができないような場合や、複数の教員が提示した課題を

同一基準で評価する必要がある場合などに有効です。 

 

 

 

 

観点 ５ ４ ３ ２ １ 

A      

B      

C      

D      

評
価
の
観
点 

評価規準 
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７． 授業運営の工夫<設備編> 

 

設備① 教室視聴覚設備 

対   象： 本学専任教員・職員・非常勤講師・学生 

https://www.seikei.ac.jp/university/sched/guide/audiovisual_equipment/ 

  

※利用にあたりましては、著作権法の定める範囲内でのご活用をお願いいたします 

 

 本学では、全建屋において無

線 LAN（Seikei-WiFi）を導入し

ているほか、2023年 4月に教室

視聴覚設備を刷新しました。 

新しくなった視聴覚設備は、教

職員・学生が簡単な操作により

BYOD 端末を投影することがで

き、マルチ OS/マルチデバイス

を活用した多彩な授業展開が

できる環境を提供しています。 

 

 

教室視聴覚設備の特徴  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

刷新された本学の視聴覚設備には以下の特徴があります。 

 

・マルチ OS／マルチデバイスから簡単に操作可能 

・教職員のみならず学生にも開放 

・AV操作ボックスのキーが不要 

・遠隔授業など様々な授業形態に対応 

 

教室建屋全棟（一部 1・2号館等ゼミ教室を除く）の視聴覚機器が同一

環境で整備され、無線 LAN/QRコードを用いた学生・教員への学習環境の

開放は、全国の教育機関でも珍しい取組みです。 

また、2024 年 9 月に利用を開始した 11号館ラーニングコモンズ トー

リウムにも同様の設備が導入されています。 
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設備② 大学３号館スタジオ 

対   象： 本学専任教員・職員・非常勤講師・学生 

小中高教員（※１）・生徒（※２）・児童（※２）・ 

            ※１…利用申請方法につきましては、右上QRコードからご確認ください 

※２…授業利用による教員同伴時に限り利用できます。生徒・児童のみでの利用はできません 

https://www.seikei.ac.jp/university/sched/guide/studio.html 

 

反転学習用映像教材をはじめとした動画教材作成の場として、本学では大

学 3 号館 2 階にスタジオ設備を導入しています。このスタジオは、FD 活動の

充実を見据えた授業改善の設備としてはもとより、大学広報の活性化や、学生

にも開放することで、発表手段の多様化による自発的学習の充実が期待され

ています。また、スタジオには撮影機材とあわせ、編集に必要な機器も用意さ

れており、撮影から完成までワンストップで行うことができます。 

撮影・編集の経験がない、自信がないという場合でも、原則として毎週火曜

日・木曜日（夏期・冬期休業期間中等は一部例外あり）には、編集補助を行う

「サポートスタッフ」が常駐しておりますので、お気軽に活用をご検討くださ

い。 

なお、利用に際しては、事前の予約（原則撮影１か月前から前日まで）が必

要です。くわしくは上記 QRコードからご確認ください。 

 

※利用にあたりましては、著作権法の定める範囲内でのご活用をお願いいたします 
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設備③ 大学７号館教材編集室 

対   象： 本学専任教員・職員・非常勤講師 

 

https://www.seikei.ac.jp/university/sched/guide/edit_teaching_materials.html 

 

本学では、上記に掲げるスタジオ設備とあわせ、動画、画像や音声編集、メ

ディア変換といった編集作業に特化した教材編集室を、大学 7号館 1階に設置

しています。こちらもあわせてご利用ください。 

専属となるスタッフの常駐はありませんが、隣接する高等教育開発・支援セ

ンタースタッフが、水曜日を除く月曜日から金曜日の 10 時～16 時（11 時 30

分～12時 30分を除く）にご相談に対応しております。 

なお、利用に際しましては、申請書の提出が必要です。くわしくは上記 QR

コードからご確認ください。 

 

※利用にあたりましては、著作権法の定める範囲内でのご活用をお願いいたします 
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８． シラバス 
 

シラバスについては、文部科学省中央教育審議会により、次のとおり定義

づけられています。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また、中央教育審議会大学分科会教学マネジメント特別委員会（2019年 2月）

は、シラバスについて「学生に事前に提示する授業計画（シラバス）は、単な

る講義概要（コースカタログ）にとどまることなく、学生が授業のため主体的

に事前の準備や事後の展開などを行うことを可能にし、他の授業科目との関連

性の説明などの記述を含み、授業の工程表として機能するように作成されるこ

と」としています。 

 

本学では、これらの定義等を踏まえて策定したシラバスの作成要領に基づい

て、授業担当者にシラバスを作成していただくこととしています。また、担当

教員以外の第三者（当該学部・研究科の FD 委員や科目部会等）が、各項目の

記載がその趣旨や形式的要件に合致しているか等を確認しています。 

 

シラバスの作成要領については、例年 11 月頃に教務部よりご案内しますの

で、これをご確認いただいた上でシラバスをご作成ください。 

 

 

 各授業科目の詳細な授業計画。一般に、大学の授業名、担当教員名、講義

目的、各回ごとの授業内容、成績評価方法・基準、準備学習等についての具

体的な指示、教科書・参考文献、履修条件等が記されており、学生が各授業

科目の準備学習等を進めるための基本となるもの。また、学生が講義の履修

を決める際の資料になるとともに、教員相互の授業内容の調整、学生による

授業評価等にも使われる。 

（中央教育審議会答申「学士課程教育の構築に向けて」2008 年 12 月） 



 

20 
 

９． 授業評価アンケート 
 

 

https://www.seikei.ac.jp/university/aboutus/edu_info/data/ 

 

本学では、各開講期に全ての授業科目について、年２回授業評価アン

ケートを実施しております。 

 定められた期間内に学生が回答後、「成績評価等の講評」、「セルフ・レビ

ュー」を入力いただきます。入力にあたっては、本学の教育理念・学位授与

の方針に鑑みて、授業の成果を自己省察し記載する必要があります。なお、

複数教員が担当する科目につきましては、「とりまとめ教員」が入力を行う

こととなります。 

 

学生の声と、先生方の学生へのフィードバックは、授業内容の充実や学生

の履修動機や選択判断において重要な情報となります。特に｢成績評価等の

講評｣につきましては、文部科学省から、教育の質保証の指標として学生に

よる授業評価結果の活用が求められておりますので、一定期間の後、集計結

果とともに学内ホームページにて履修者以外へも公開いたします。 

 

授業評価アンケートの実施要領については、実施時期が近づきましたら教

務部よりご案内いたします。 

 

※https://www.seikei.ac.jp/university/aboutus/edu_info/data/ 

 

 

 

https://www.seikei.ac.jp/university/aboutus/edu_info/data/
https://www.seikei.ac.jp/university/aboutus/edu_info/data/
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１０． FD研修会 
 

対   象： 本学専任教員・職員（※）・非常勤講師（※） 

開催頻度： 適宜 

実施主体： 学部 FD委員会・高等教育開発・支援センター 

  ※…研修により対象が異なる場合がある 

 

学部・研究科・全学教育運営委員会・国際教育センター・高等教育開発・

支援センターといった各活動主体では、適宜 FD研修会を主催・実施しています。 

これら各活動主体のうち、学部・研究科・国際教育センターでは、授業運営時

に抱える課題を基に、各々の専門領域の観点も視野に含んだテーマを選定した

研修会を、高等教育開発・支援センターでは、活動支援の立場から「Chat GPT」

や「データサイエンス」など、社会情勢や教育現場のニーズを取り込んだ全学横

断的な視点での研修会を主催、各々の活動主体に明確な役割を紐づけたうえで、

運営を行っています。 

近年の高等教育開発・支援センター主催の研修会は、プロジェクト型授業の成

果報告会など、FD 活動報告の場としても位置付けているほか、SD（Staff  

Development）との連携や他事務部署との共同開催など、広い視野で企画立案・

運営を進める体制を構築しており、多角的視点で FD活動の充実を図っています。 

FD 研修会へは積極的に参加いただき、授業改善に向け、日々の情報収集・自

己鍛錬・学生へのフィードバックの場としてご活用ください。 

 

 
2022 年度開催 FD 研修会（対面）の様子 
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１１． 授業研究会（授業参観） 

 
対   象： 本学専任教員・非常勤講師 

開催頻度： 年間５回程度 

実施主体： 高等教育開発・支援センター 

 

 

授業観察と研究会を通して授業を意識化し、優れた取り組みや課題を

共有することで、授業の改善や発展につなげることを目指します。同時に、多

様な授業形式や教育手法に関する話題など、教育にまつわる情報交換、意見交

換を行う教員同士の交流の場とすることも目的とします。なお、他の教員の授

業に触れる機会を広く提供するため、2023 年度より、授業観察のみの参加も

認める運用としました。 

 

授業研究会について、文部科学省では「授業参観」の名称を用いており、同

様の取り組みは国公私立計 763 大学中 403大学（53％)、授業評価まで行う大

学が 143大学（19％）で実施※されており、一般的な FD 活動と位置づけのも

と、多くの大学で取り入れられています。 

（※ 文部科学省高等教育局大学振興課大学改革推進室「令和元年度の大学における教育

内容等の改革状況について」2021 年 10 月） 

 

 

 

 

 

 

  

授業観察の様子 研究会 



 

         

    23 

実施概要 

① 対象者：本学教員（非常勤講師を含みます） 

② 対象授業：決定次第、高等教育開発・支援センターHP、授業担当者宛メー

ルでお知らせします 

③ 構成：授業観察（100分）と研究会（60分程度）の 2部構成とします。 

※授業観察と研究会、両方への参加が原則ですが、参加者の都合によっては授

業観察のみに参加することも可能です。 

④ 参加申込：高等教育開発・支援センターHPの申込みフォームより受け付け

ます 

 

授業研究会のプロセス 

第１ステップ 事前準備 

○ シラバスやファシリテーターからの説明を通して授業の概要を把握して

ください。 

○ 授業資料、授業観察シート、アンケート等の資料を所定の URL からダウ

ンロードして目を通しておいてください。 

第２ステップ 授業観察 

○ 対面授業の場合には、授業開始5分前までに教室に到着し受付を済ませて

ください。 

 オンライン授業の場合には、接続先を確認の上、あらかじめ指定された方

法でご参加ください。 

○ 授業観察の観点（後出）を意識しながら授業観察を行い、授業観察シートに記

入してください。 

第３ステップ 研究会 

研究会では、授業担当者と参加者の双方による振り返りや感想などを参加

者全員で共有した上で、意見交換を行い、授業改善や発展につなげることを

目指します。 

○ 対面授業の場合は、授業後、研究会会場へ直接移動してください。オンラ

イン授業の場合は、研究会のミーティングへ接続してください。 

○ あらかじめ、授業観察シートに必要事項を記入しておいてください。 

○ 見学者は、議論の中で提示されたポイントなどを記録するようにしてく

ださい。 

第４ステップ 終了後 

○ 授業観察シートをファシリテーターに提出してください。 

○ 参加者アンケートにご協力ください。 
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授業観察の観点 

＜講義形式の場合＞ 

① 学習目標を達成するうえで講義の内容・水準は適切か。 

② 学生に目標を伝えているか。学生の経験や知識（学生の現状）とリンクしてい 

  るか 

③ 授業計画の構成（導入、運営、まとめと振り返り）は適切か。 

④ 授業の進行（プレゼンの速度、タイミング、音声や視覚的な状態、資料等の提示）

は適切か。 

⑤ 学生とのコミュニケーションは十分か（双方向性、質問など）。 

⑥ 教授学習プロセスにおける学生の参加、関与は十分か。 

⑦ その他 

 

＜少人数・グループ制授業の場合＞ 

① 学習目標との関連性は適切か。 

② 教員、TA、QLAなど支援者と学生との相互関係はどうか。 

③ 教員のファシリテーションスキル（学生参加、グループの運営、質問、傾聴、回

答、批判的分析的な激励など）はどうか。 

④ グループメンバー全員を巻き込んでいるか。 

⑤ 学生への励ましがあるか。  

⑥ 教育空間の使い方はどうか。 

⑦ 形式化された（目に見える形の）フィードバックは十分か。 

⑧ 学習のまとめが適切か。 

⑨ 学生自身の気づきや学びへの支援が十分か。 

⑩ その他 
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上述の通り、授業研究会では、最終的に授業観察メモとフィードバックコ

メントの 2種類を記入し、提出する必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜授業観察メモの記入項目＞ 

○ 授業導入部分について 

・その日の授業の目標や期待する成果が科目の目標に対して適切か。 

・学生に目標などを伝えているか。 

・科目全体の中でのその日の授業の位置づけや、前回とのつながりなどを確

認しているか。 

・その他 

○ 授業本体 

・その日の授業構成（質・量ともに適切か） 

・主題の捉え方 

・プレゼンの明確さ（聞き取りやすさ、適切な資料の提示やメディアの利用） 

・キーポイントの強調 

・学生への確認作業（フォローアップ、フィードバックなど） 

・その他 

○ 学習への支援 

・学生への接し方・態度（アイコンタクト、ジェスチャー、個々への配慮等） 

・質問･応答の仕方 

・練習や作業時間、学生間でのやりとりの導入や学生の参加状態 
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・学生の関心のひきつけや注意の喚起 

・学生による評価の導入 

・クラス運営、教室の場作り 

・学生と教員の信頼関係の形成など 

・その他 

〇その他気づいたこと 

 

＜フィードバックシートの記入項目＞ 

・ポジティブな（長所）面からあげること。最後の結論も良かった点で終える。 

この授業観察で、見学者が学んだこと、自分の役に立つと思ったことをあげ

る。 

・見学者からのコメント・アドバイス（お勧めの授業形式、プレゼン方法、他 

の方法の選択肢、メディアの利用方法など）を記入する 

・人格に関わることは、言及しない。「改善可能な行動」に焦点をしぼる。 

・事実をあげるようにする。 

例）～の時、○○が××だった（のように見えた）。 

・内容的なことについては、質問の形で明確にする。 

例）○○について説明されたのは、どのような教育的意味があると思われた

からですか。 

 例）この目標が達成されたかどうか、どうやって知るのですか。 

・良し悪しの価値判断は避ける。 

例）「○○について説明するのは必要ない」などのような、価値判断や断定

は避ける。 

・その他 
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１２． QLA（成蹊大学公認学習補助員） 

 

対   象： 本学専任教員 

開催頻度： 導入授業において毎回 

実施主体： 高等教育開発・支援センター 

https://www.seikei.ac.jp/university/sched/qla/ 

 

本項目では 2024年度の内容に基づき、概要のみを記載しております。また、

2025年度の利用申請は締め切っております。QLA利用申請にあたり、2026年度

における利用申請日程、記入例や記載すべき事項などその詳細につきましては、

別途、リンク先の利用要領を必ずご確認ください。 

 

 

 

本学では、FD施策の一環として、前身となる学生アシスタント「上

級 SA」制度を発展改組する形にて、2018 年度より「成蹊大学公認学習補助員

（Qualified Learning Assistant、以下、「QLA」という）」制度を開設、授業

支援の運用を行っています。 

 

（１）概要 

QLAは学部学生で構成されており、10回開催される「QLA育成プログラム」

を修了することが要件です。また QLA の中で上級救命講習を受講した者のみ

が授業支援に従事しています。 

QLA は FD活動の一助を担う学生アシスタント制度であり、学生や教員への

アシスタント的な役割よりも、学生視点による改善意見や、授業後の反省を踏

まえた提案といった、教員の授業改善が主目的である点が掲げられます。「教

員と学生の連携による授業改善」という FD要素を強く持った、従前の枠組み

とは異なったアシスタント制度として、明確に区分されているのです。 

 QLA はこうした経緯から授業内ではファシリテーターの役割を担うことが

多く、グループワークやディスカッションなど、学生間で討議を行う科目が最

も向いています。 

ピーチくん（QLAオリジナルデザイン） 

https://www.seikei.ac.jp/university/sched/qla/
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（２）業務内容 

・授業内でのグループワーク、演習、及びディスカッションにおけるファシリテ

ーション業務 

・その他、授業の教育効果を高める上で必要な授業内支援業務 

 

（３）申請要件 

  申請にあたっては、次の要件を満たす必要があります。 

① QLA 制度の趣旨を理解していること 

※「成蹊大学公認学習補助員に関する規則」も参照してください 

https://www.seikei.ac.jp/university/pdf/637010.pdf 

② グループワークなど、QLA がファシリテーターとして活躍できる授業構成

であること 

③ 授業時間の他に、学期期間中に次項に示す複数回の研修（勤務別研修）を

実施できること 

④ QLA の勤務管理を適切に行うこと 

⑤ 学期終了後の指定された期日までに QLA 活用報告書（様式あり）を提出

すること 

 

（４）勤務別研修の趣旨および内容 

QLA と授業担当教員の意思疎通を図り、授業支援を円滑に行うため、授業の方

針や実施概要の伝達、ＱLＡへの依頼内容の整理、授業における課題提供、QLA か

らの授業に関する気づきや提案等に関する内容などについての打ち合わせを、以

下の２つの形態において、QLA と授業担当教員を含む複数の教員同席の下で実施

します（QLAに関係する教職員が参加する場合があります）。 

＜タイプ A＞ 

QLA が授業支援を行うにあたり授業回別に支援内容を確認・把握する必要のな

い科目（教養科目等）が該当します 

→初回授業週と授業期間中間期の 2 回（各回 100 分）の「配置後研修」を実施 

＜タイプ B＞ 

QLA が授業支援を行うにあたり授業回別に支援内容を確認・把握する必要のあ

る科目が該当します 

→授業回ごとの「授業前研修」を実施（100 分×14 回） 

※ どちらのタイプでの実施となるかは、申請内容により決定します 

決定後、実施タイプに応じて、指定の期限（例年 3 月上旬）までに「勤務別 

事前研修実施計画」を提出していただきます 

 

https://www.seikei.ac.jp/university/pdf/637010.pdf
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（５）留意事項 

・ 次のような業務は、QLAの業務の対象外になりますので、ご注意ください。 

成績評価、および、それに付随する業務 

専門知識を要する業務 

QLA としての業務の範疇を超える判断や責任を伴う業務 

QLA 学生自身の授業履修の妨げとなる時間帯・内容の、準備・片付け業務 

授業外における教員の秘書的業務 

・ QLA の配置人数の目安は、履修者 30 名に対し 1 名の配置となります。な

お、QLA は学部学生が担当する都合上、当該学生の履修授業以外の空きコマ

での活動となりますので、申請が認められた場合でも、人数が確保できない、

あるいは充当できない場合があります 

・ 特定の授業回のみ（学期中の一部期間のみ）の QLA 利用はできません 

・ 今後、高等教育開発・支援センターが企画するイベント、発表等の場におい

て、QLAの活用事例をご報告いただく場合があります 

 

（６）申請方法 

  担当授業に QLAの活用を希望するためには、所定の期間内（例年 1 月中旬）に 

おいて、事前に申請を行う必要があります。 

・ 申請は高等教育開発・支援センターで取りまとめた後、センターの下部組織

である QLA 小委員会で審査を行い、学長が決定します 

・ 申請内容が要件および制度の趣旨に合致しないと判断される場合は、ご希

望に添えない場合があります 

・ 審査や決定に当たり、ヒアリングまたは詳細についての問い合わせを行う

場合があります  

・ 審査結果については、後日（3月上旬を目処に）個別にご連絡します 

 

  

QLAの役回り  

 

 

 

 

 

 

 

 

 QLAは授業支援を通じた FD活動支援を最終的な目的としています。勤務

別研修を通じた学生視点での指導改善、授業運営の提案・連携に主軸を置

いており、毎授業の場では、研修結果を踏まえた授業進行計画を基に教員

のアシスタントとして、グループワークのファシリテーターなど、授業理

解を促進する役回りに従事します。この点で、専門性を高めた教員的位置

づけを持つ TAや、書類配布といった授業補助の性格を持つ SA※とは一線を

画しています。 

 ※：本学では現在 SA 制度を活用した授業が設定されておりません 
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１３． 各種奨励金  
 

対   象： 本学専任教員(※一部非常勤講師を含む)  
開催頻度： 導入授業において毎回 

実施主体： 全学 FD委員会（学長） 

 

http://keyaki3.jim.seikei.ac.jp/gakunai/staff/gjc/jc-hp/kyosyokuin/fd_subsidy.html 

 

本項目では概要のみを記載しております。奨励金申請にあたり、記入例や記

載すべき事項などその詳細につきましては、別途、リンク先の提出要領を必ず

ご確認ください。 

 

本学では、教育活動の充実を目的として、以下に掲げる 3つの奨励金を

創設し、公募を行っています。 

 

１．プロジェクト型授業奨励金 

 （１）趣旨 

学生に課題探求能力を習得させるためのアクティブ・ラーニングの充実が求

められており、その一形態としての課題解決型プロジェクト授業（PBL: Project 

Based Learning）を奨励するため、奨励金を通じて支援する制度です。 

 

 （２）要件 

申請にあたっては、次に掲げる要件を満たす必要があります。 

① 学外の特定の組織等（例：地方自治体、企業、非営利団体、商店街等）と連携

し、当該組織等の課題解決（例：新商品・サービス・経営戦略・地域振興方策の

企画立案等）に学生に主体的に関与させることを目的とした授業であること。 

② 学外の特定の組織等との合意に基づいて実施していること。 

③  「プロジェクト型授業報告書（別紙様式２－１、２－２、２－３）」を提出すること 

※ プロジェクト型授業実施の成果がわかる書類（例：学外組織と共同で実

施した報告会の記録等）がある場合には、参考資料として提出すること。 

④ シラバス「特記事項」において、「プロジェクト型授業」であることが明記され

ていること 

 

 

http://keyaki3.jim.seikei.ac.jp/gakunai/staff/gjc/jc-hp/kyosyokuin/fd_subsidy.html
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（３） 概要 

① 対象 

本学専任教員・全学教育講師・常勤講師・客員教員が担当する授業を原則と

します。 

・ 授業担当者が非常勤講師の場合には、必ず専任教員を窓口にする必要が

ありますので、窓口となる専任教員の連絡先を併記してください。 

② 公募期間 

例年２月～10月末日 

・ 公募期間中であっても予算上限に達した場合は公募を締め切る場合があ

ります 

     ・ 審査は全学 FD委員会で行い、学長が決定します 

③ 支給金額 

本プロジェクトの奨励金は学長裁量経費を原資とし、原則として一授業当た

り上限 10万円、年間 10件程度を支援の目安とします。 

・ 奨励金による支出は交通費、講師謝金、印刷費、通信費等、授業の運営に

直接必要な経費に限ります。ただし、会議費は、学外の特定の組織などの

参加がある場合のみとし、アルコール飲料の支出は不可とします。 

・ 申請金額について、申請後に費目・購入内容に著しい変更が想定される

場合には、内容により、委員会での再承認を必要とする場合があります。 

 

２．教育改革・改善プロジェクト奨励金 

 （１）趣旨 

必要になった教育上の課題で特に迅速に対応することが重要と認められた

ものに対して、学長裁量予算から「教育改革・改善プロジェクトに係る経費」

を支給することにより、本学の教育活動の一層の活性化を推進し、教育水準の

向上及び発展を支援する制度です。 

 

 （２）要件 

申請にあたっては、全学的に教育改革・改善を推進することを目的としたプロ

ジェクトであることが求められます。 

      【申請具体例】 

・ 全学横断的な初年次導入教育プログラムの開発プロジェクト  

・ eラーニングの効果的な導入プログラムの開発プロジェクト 

・ ルーブリック、eポートフォリオ等のアセスメント手法の開発プロジェクト 
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・ 先駆的な教育方法（アクティブ・ラーニング、プロジェクト型授業等）の開発プ

ロジェクト 

・ ICTを利用した授業支援プログラムの開発プロジェクト  

・ キャリア形成プログラムの開発プロジェクト 

 

（３） 概要 

① 対象 

本学専任教員・全学教育講師・常勤講師・客員教員とし、申請の単位は、個人

またはグループとします 

② 公募期間 

例年２月～８月末日 

・ 公募期間中であっても予算上限に達した場合は公募を締め切る場合があ

ります 

     ・ 審査は全学 FD委員会で行い、学長が決定します 

③ 支給金額 

本プロジェクトの奨励金は学長裁量経費を原資とし、原則として一授業当た

り上限１００万円、年間３～４件程度を支援の目安とします。 

・ プロジェクトが複数年度に渡る場合には、その旨を計画書に記載してくだ

さい。この場合の取扱いは、次のとおりとなります。 

※ プロジェクト経費は年度ごとに申請し、精算となります。なお、上限

額は年度ごととなります。 

※ 年度末に、中間報告を兼ねた「当該年度に係る成果報告書」を提出い

ただく必要があります。 

・ 申請金額について、申請後に費目・購入内容に著しい変更が想定される

場合には、内容により、委員会での再承認を必要とする場合があります。 

 

３．ブリリアントプロジェクト奨励金 

 （１）趣旨 

各学部、各学科または各機関（複数の組織合同で構成するものでも可。以下

「学部等」という。）において、本学、各学部等における特色ある教育を推進す

るためのプロジェクトを支援し、その成果を大学ブランディングに役立ててい

くことを目的として、教職員（複数名）と学生が協働して運営し、一定の期間

（複数年度）活動を行うプロジェクトを公募し、支援する制度です。 

 

 （２）要件 

申請にあたっては、次に掲げる要件を満たす必要があります。 
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① 学部等の特色ある教育の推進に密接な関連性を有すること 

・ 学部等のＤＰ（学位授与の方針）、ＣＰ（教育課程編成の方針）と関連させる

必要があります 

② 学部等が組織的に運営し、かつ、学生が運営等種々活動に主体的に参画し

ていること 

・ プロジェクトの責任者、運営体制を明確化する必要があります 

・ 当該学部等以外の学生が含まれていても差し支えありません  

（複数学部等の学生が含まれていることを推奨します） 

③ 成果が可視化できること 

・ 期待される成果に関する計画を明記する必要があります 

④ 一定期間（複数年度）にわたって継続して行うものであること 

・ 「期間の設定」「期間全体の計画」「年度ごとの実施計画」等を明確化する

必要があります 

⑤ このプロジェクトが「大学ブランディング」に寄与するものであること 

・ 本学の特色を十分に出したものである必要があります 

 

 

（３） 概要 

① 対象 

プロジェクト責任者が専任教員（教授、准教授、講師、特任教授）であり、複数

の教職員および学生がその運営や活動に関わっている事業について、最大

４年間支援します 

② 公募期間 

例年２月～８月末日 

・ 公募期間中であっても予算上限に達した場合は公募を締め切る場合があ

ります 

     ・ 審査は全学 FD委員会で行い、学長が決定します 

③ 支給金額 

本プロジェクトの奨励金は学長裁量経費を原資とし、原則として一プロジェ

クト当たり、年度ごと上限 50万円、年間３～４件程度（継続事業と新規事業

の合計件数を勘案）を支援の目安とします。なお、審査において学長が特に

認めた場合には、「大学奨励プロジェクト」として、１年度最大 100 万円まで

認める場合があります。 

・ 奨励金の申請は、事業継続中は毎年度行う必要があります 

・ 事業継続期間内は、毎年度末に中間報告を兼ねた成果報告書（別紙様式

２）を提出してください。本報告書の提出は、次年度継続のための要件とな
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ります 

・ 奨励金による支出は交通費、講師謝金、印刷費、通信費等、授業の運営に

直接必要な経費に限ります 

・ 申請金額について、申請後に費目・購入内容に著しい変更が想定される

場合には、内容により、委員会での再承認を必要とする場合があります 
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１４． FD活動を実施したら（報告） 

 

対   象： 本学専任教員・非常勤講師 

https://forms.office.com/r/YibDteQhvG 

 

本学では FD 活動における情報管理の一元化を進

めております。 

学部あるいは研究科 FD委員会、全学教育運営委員会、国際教育センター、高

等教育開発・支援センター各主体における FD活動をはじめ、グループ間で行

った FD活動、学外組織における FD講演会への出席など、実績について、以

下の手順に基づき報告が必要です。 

報告された内容は、原則として年度末に発刊される「FD活動報告」に集約

され、全学 FD委員会において、承認を得るプロセスとなります。 

 なお、報告にあたっては、そのエビデンスとなるものを、必ず控えるよう

お願いいたします。これらエビデンスは、後日、事務局より提出ないしは確

認を求める場合があります。 

 

１．提出対象 

 FD活動全般 

・ 学部・研究科 FD委員会・全学教育運営委員会・国際教育センター・ 

高等教育開発・支援センター主催による FD研修会 

・ 任意の教員グループにおいて開催された FD研修会 

  ・ 学外から講師・メンバーを迎えての FD研修会 

   ※ 規模の大小は問いません 

 

２．提出先 

   成蹊大学 FDサイト内「FD活動報告」 
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３．留意事項 

・ 原則として、活動において講師あるいはファシリテーターを務めた

方がご記入ください 

・ 複数のテーマで行った場合には、扱うテーマ毎に入力をお願いいた

します 

  ・ 複数学部の教員、学外の方を招いた研修等につきましても、ご記入

ください 

・ 報告された FD 活動につきまして、補助金申請・外部監査等を目的

とする利用範囲において、外部に提出する場合があります。また、そ

の実績を示す必要が生じた場合には、後日詳細な出席者リストの提示、

ワークショップの用紙やアンケートなどの提出を依頼する場合があ

りますので、実施に際し使用した資料、録画記録等のエビデンスにつ

きましては、必ず活動主体者ないしは所属学部等において管理をお願

いいたします 

・ ご回答に際しましては、回答された方の所属学部等の FD 委員会等

を通じ、所属長へのご報告も併せてお願いいたします 

      

      

     日本私立大学連盟「FD推進ワークショップ」 

 学外での研修の一環として、毎年日本私立大学連盟「FD推進ワークシ

ョップ」参加者を募集しています。 

私立大学が持続的な発展を続けるためには、教職協働を視野に入れつ

つ、教員の職能開発の一環として、 全学的な教学マネジメントの質的向

上を目標とする「マクロレベル」の FD 、 三つの方針の組織的推進を目

標とする「ミドルレベル」の FD とともに、 授業改善の支援を目標とす

る「ミクロレベル」の FDを恒常的に実施することが欠かせません。 

本研修では、参加者が教員と学生それぞれの立場を経験しながら、少

人数の グループで意見交換を行うことで、学生の学びや参画を促進する

授業運営のヒントを探えることを目的とします。 

学内の視点では補うことのできない他学との交流、広い視野に学ぶこ

とのできる貴重な機会の 1つでもありますので、ぜひ参加してみてくだ

さい。 

日程、対象者等の詳細は、例年５～６月頃の全学 FD委員会等で周知を

行っています。 
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１５． 関連規則・規定 
 

 

 

本学では、FD に関する各種規定を定め、教職員ページ内にて公開しており

ます。FD活動にあたっては、各種規定についても、適宜確認をお願いいたします。 

 

http://keyaki3.jim.seikei.ac.jp/kyousyo/kisoku/index.html  

 

  

130030 成蹊大学 FD実施に関する規則 

  

222040 経済学部 FD委員会規則 

222041 新経済学部 FD委員会規則 

222090 経済経営研究科 FD委員会規則 

222130 理工学部 FD委員会規則 

222170 理工学研究科 FD委員会規則 

222200 文学部 FD委員会規則 

222229 文学研究科 FD委員会規則 

222260 法学部 FD委員会規則 

222280 法学政治学研究科 FD 委員会規則 

222320 経営学部 FD委員会規則 

  

420010 成蹊大学高等教育開発・支援センター規則 

  

637010 成蹊大学公認学習補助員に関する規則 
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